
「子育てに優しい社会」の実現に向けた結婚・子育て支援強化について 令和５年２月15日
知事政策局、福祉保健部

令和５年度は、「子育てに優しい新潟」の実現に向け、
①経済的支援、②結婚支援、③子育て環境整備を３本柱として、それぞれの取組を強化していく

本県の優位性 地域子育て支援拠点数
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保育所
待機児童 0人

手厚い保育士配置
（1歳児は国基準の2倍）

保育環境の充実・強化保育

子育て支援に取り組む企業等の活動促進職場

男性の家事・育児参画促進家庭

地域での子育て支援環境の充実･強化地域
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子ども政策推進のための条例制定を検討

子ども医療費助成等交付金
子育ての節目節目の負担軽減につながる本県独自の少子化対策等を
実施するための基金を創設 【10億円】

【国事業】
・出産・子育て応援交付金
・児童手当
・幼児教育・保育の無償化

R5取組強化
県と市町村が連携し若年層への結婚支援の体制強化を図るため、
「結婚新生活支援事業（新居の家賃、引越費用等への支援）」
を行う市町村に対し補助を実施 【6千万円】

拡 若年層の結婚を応援するため、SNSを活用したアプローチを強化

子育て環境の魅力を県内外に情報発信

児童福祉と母子保健の一体的支援を行う
「こども家庭センター」設置や運営体制の整備を支援

新 結婚支援コンシェルジュ（仮称）を配置し、市町村等の取組支援

ハートマッチにいがたの登録手続きのオンライン化

新

拡

新

新

拡

気運醸成

出会いの場

世話焼き人

学生向けライフデザインWEB
シュミレーションツール作成

地域の世話焼き人が結婚を希望
する方をサポート

「ハートマッチにいがた」による結婚を
希望する方のマッチング支援

▶基金を活用し、子育て世帯への経済的支援策を実施
（関係機関と調整し、令和５年度中の事業開始を目指す）

新
妊娠・出産
子育て

日常生活等の様々な場面で子育てを後押しする
「子育て応援プラス」を展開

新

【2,244千円】

【6,996千円】

【2,350千円】

【662千円】

【63,817千円】

【38,980千円】
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新新

新 美術館・博物館親子ふれあい促進事業

新 スポーツチャレンジ推進事業

自然に健康な食事ができる環境づくり事業 

拡 ふるさと新潟木づかい事業

拡 U・Iターン実現トータルサポート事業



  ◎結婚新生活支援事業連携推進補助金（予算:6千万円）

◆ 結婚を希望する若年層を応援

◆ 市町村と連携し結婚支援の体制強化を図るため、

新婚世帯の新生活スタートアップコスト（家賃や引越費用等）

への支援を行う市町村に対し補助を実施

新潟県子育て等応援基金を活用した施策
令和５年２月15日

知事政策局、福祉保健部

 ◎新潟県「子育て応援定期預金」（仮称）

◆ すべての子どもの育ちの節目での負担を軽減する支援を、金融機関とタイアップして出生時にお渡しする仕組みを構築

妊娠 出生 ２歳頃 ５歳頃

５万

国交付金活用事業
（出産･子育て応援交付金） 新潟県「子育て応援定期預金」（仮称）

定期預金➊

定期預金➋届

・制度開始以降、県民（住民登録がある方）に子どもが生まれた際、
入園前と入学前に満期となる「子ども名義の定期預金」をお渡し

入園前に

５万＋利息等 ５万＋ 利息等

届

５万

国による支援の先を、より手厚く 入学前に

＜子育て支援＞

＜結婚支援＞

★官民挙げて子育てを
支える仕組みづくりへ

★社会全体で子育てを
応援する気運醸成へ

＜ 結婚新生活支援事業 ＞ ＊ 内閣府「地域少子化対策重点推進交付金」

・ 対象経費：婚姻に伴う家賃・引越代・住宅取得・リフォーム

・ 対象世帯：夫婦とも39歳以下かつ世帯所得500万円未満

・ 交付上限：夫婦とも39歳以下：30万円、夫婦とも29歳以下：60万円

・ 負担割合：国2/3、市町村1/3（県と市町村が連携して結婚支援に取り組む場合）

★市町村との連携
による若年層
への結婚支援の
一層の強化へ

イメージ図

令和５年度当初予算では上記取組の実施に係る基金を計上。「子育て支援」については令和５年度中に予算化し、事業開始を予定。
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・ハートマッチの登録助成

・世話焼き人の開拓

・結婚支援イベント 等


